
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．被災農地を集落営農で再生。井土生産組合（仙台市）が日本農業賞大賞を受賞 

  仙台市若林区の農事組合 

法人井戸生産組合が、第 48 

回日本農業賞集団組織の 

部で大賞を受賞しました。 

   同法人は、東日本大震災 

で壊滅的な被害を受けた 

井土地区の専業農家8人と 

兼業農家７人が「自分たち 

が集落の農地を守る」とい 

う強い意志のもと、平成 25 

年に設立しました。 

   「ゼロ」から、いや「マ 

イナス」からの再出発でし 

たが、いち早く区画整理と 

基盤整備に着手し、100 ㌶ 

を耕作する集落営農を実現。  現地審査会で審査員らに説明する井土生産組合の鈴木保則代表理事㊨ 

震災前の米依存から脱却し、園芸作物の振興に取り組もうと、水田の塩分除去、客土や暗  

渠排水により畑作を可能にしました。さまざまな試行錯誤を重ねた末に、長ネギに活路を見

い出し、甘さとやわらかさが売りの「仙台井土ねぎ」のブランド化に成功しました。 

恒例となった「仙台井土ねぎ祭り」では市民と交流を図っているほか、ネギと米油を原料

に、焼肉やサラダ用の「ねぎだれ」を開発。６次化にも取り組んでいます。こうした活動が、

≪目次≫ 

１. 被災農地を集落営農で再生。井土生産組合（仙台市）が日本農業賞大賞を受賞 

２. 北海道地震からの復興を支援。ＪＡみやぎ女性協がＪＡ北海道女性協に義援金 

３. 原発事故農畜産物損害賠償の第 89 次請求は 517 万円 

４. 「協同の力」を結集し、引き続き宮城の農業復興に邁進   ＪＡ宮城中央会 高橋正会長 

                          

 
  

ＪＡグループ宮城 

災害復興ニュース 

（ 総 合 版 ） 

第１０６号 

【平成 31年 3月 4日（月）発行】 
発行：ＪＡグループ宮城災害復興本部 
編集：ＪＡ宮城中央会 
〒980－0011 仙台市青葉区 
上杉 1丁目 2番 16 号 JA ビル宮城 6F 
電話番号：022-264-8207 
FAX 番号：022-216-4466 
 

 



震災を克服して復興を成功させた模範的な事例として高く評価されました。 

   なお、宮城県代表の日本農業賞大賞受賞は、第 47 回の農事組合法人みらいす青生（美里町） 

に続き、２年連続の快挙となりました。 

 

２．地震からの復興支援。ＪＡみやぎ女性協がＪＡ北海道女性協に義援金 

ＪＡみやぎ女性協議会は、北海道胆振東部 

地震からの復旧・復興に役立ててもらうため、 

ＪＡ北海道女性協議会に義援金 109 万円を送 

りました。 

みやぎ女性協の佐々木美和子会長が１月 23 

日、北海道女性協の青山伸子会長に、東京都 

内で目録を手渡しました。 

   みやぎ女性協は100万円を目標に平成30年 

10 月から 12 月まで募金運動を展開しました。 

北海道女性協の青山会長は「復興に向け、  北海道女性協の青山会長㊧に目録を手渡す佐々木会長 

大切に使わせていただきます」と感謝しました。     

                  

 

３．原発事故農畜産物損害賠償の第 89 次請求は 517 万円 

ＪＡグループ東京電力原発事故農畜産物損害賠償対策宮城県協議会は 2月 20 日、第 62 回 

  総会を仙台市のＪＡビル宮城で開き、第 89 次請求として東電に約 517 万円を請求することを 

決めました。同月 28 日に請求しました。 

内訳は、牧草地の除染に係る損害が 383 万円、牧草の利用自粛等に係る損害が 134 万円でし 

した。平成 31 年 1 月 31 日現在、請求総額は約 332 億 7,390 万円、受領額総計は 322 億 6,220 

万円で、請求対比支払率は 97.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４.「協同の力」を結集し、引き続き宮城の農業復興に邁進  

ＪＡ宮城中央会 高橋正会長 

   

東日本大震災の発生から8年を迎えようとしてい

ます。被災された多くの皆様には、あらためて 

心よりお見舞い申し上げます。 

   ＪＡグループ宮城は、被災地の早期復旧・復興 

に向けて、『がんばろう 宮城の復興は農業から』 

に、懸命に取り組んでまいりました。        

震災当時、復興は絶望的とも思われましたが、全 

国の多くの皆様から 43億円の義援金や募金、延べ 

1 万人を超すボランティア支援、3,821 億円の共済金支払い、190 億円の資本注入 

等、物心両面からの支援により、ここまで回復してまいりました。 

生活・インフラ面では、ほぼ計画通りの進捗状況にありますが、農業情勢の変 

化のなかで、農業生産面の復興はまさにこれからが正念場であります。こうした 

中で、原発事故農畜産物の損害賠償については、請求総額 332 億円に対して支払 

率 97.0％と落ち着いてきましたことから、「復興ニュース」は定期発行から随時 

発行とさせていただきます。 

ＪＡグループ宮城は、今後も組合員と共にＪＡ自己改革をさらに一歩前に進め 

ると共に、持続可能な農業を実現し、広く地域の皆様からも認められるＪＡとし 

て地域活性化に貢献してまいります。 

これからも「協同の力」を結集し、引き続き宮城の農業復興に取り組んでまい 

りますので組合員、そして地域の皆様のご理解とご協力を賜りますよう、お願い

申し上げます。 
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